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平成２８年度第２１回庁議提案 審議・報告・その他 

                    提 出 日：平成２９年２月６日 

                    担当部・課：財務部納税課〔内線３１３６〕 

                             市民税課・資産税課 

                          健康部保険年金課・介護保険課 

                          福祉部子ども保育課 

                          建設部下水道管理課 

                          教育委員会学校教育課 

                          会計課 

① 件  名 

 

 ゆうちょ銀行及び郵便局窓口での納付書納付の取扱い開始について 

 

②施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

 

【背景】 

  市税等の納付は市役所や金融機関のほか、平成２７年４月からはコンビニ納付の取扱いを開始

し、また、平成２８年度より口座振替では再振替を開始するなど、利便性の向上に努めてきたが、

コンビニが出店していない沿岸地域の納付環境改善が必要となっている。 

 

【目的】 

  納付環境改善策として、現納付書様式でゆうちょ銀行承認の手続きを行い、沿岸地域、特に離

島における納付環境の改善を図るもの。 

 

③根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

 

【根拠法令】 

 地方自治法施行令 第１６８条第４項、同条第６項（指定金融機関等） 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】  

第１章 ともに創る協働のまち 

 第４節 安定した行財政運営を構築する 

  １  持続可能な行財政運営を推進する 

 

④提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

 

 平成２６年 ７月２４日 大須浜郵便局長より市取扱い公金の郵便局での払い込み要望書提出 

 平成２７年 ９月２４日 ㈱ゆうちょ銀行仙台支店法人サービス部を訪問し公金窓口収納を要請 

 平成２７年１１月    市、指定金融機関、収納代理金融機関の三者で事務手続き等の協議 

～平成２８年 ７月    

 平成２８年 ９月２３日 ㈱ゆうちょ銀行公金窓口収納納付金口座開設 

 平成２８年１２月１９日 納付書の様式承認（共通・軽自・口座振替不納・法人の４様式） 
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⑤主な内容 

 

東北６県のゆうちょ銀行及び郵便局窓口における市税等納付書での納付取扱いを開始する。なお、

東北６県以外の郵便局での納付を希望する場合は、現行の払込取扱票を郵送する 

郵便局は、株式会社ゆうちょ銀行を所属銀行とする銀行代理業を営む郵便局に限る。（市内の郵便

局は全て納付が可能） 

 

１．運用開始時期 平成２９年４月から 

２．納付できる市税などの種類 

 (1) 市・県民税  (2) 軽自動車税  (3) 固定資産税・都市計画税  (4) 法人市民税、 

(5) 国民健康保険税  (6) 介護保険料  (7) 後期高齢者医療保険料  (8) 保育所保育料、 

(9) 下水道事業受益者負担金・分担金  (10) 農業集落排水事業分担金、 

(11) 浄化槽事業分担金  (12) 奨学金償還金 

（注）(1)、(5)、(6)、(7)は普通徴収（市から送付する納付書で納める方法）のみ 

   

⑥実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

 

【影響・効果】 

 市民の納付の利便性や納期内納付率の向上が図られる。 

【市財政への負担】  

  手数料無料のため、関連する運用経費約９２５千円が削減される（平成２９年度見込み）。なお、

導入に必要な経費（現システムで必要な改修など）は特になし 

 （内訳） 

(1) コンビニ納付利用者の１割が郵便局を利用と想定 

     ６０円×１４，１３８件×１．０８ ＝ ９１６，１４２円 

(2) 払込取扱票利用者の５割が納付書納付に移行と想定 

      ３０円×２８４件        ＝    ８，５２０円 

    (1) ＋ (2) = ９２４，６６２円 ≒ ９２５千円  

 

⑦他の自治体の政策との比較検討 

 

【県内各市納付書のゆうちょ銀行承認の状況】 

(1) 実施済：仙台市、塩釜市、気仙沼市、名取市、栗原市、大衡村、美里町 

(2) 法人市民税のみ実施済：大崎市、亘理町（宮城県内のみ取り扱い） 

(3) 払込取扱票で実施済：白石市 

※ 宮城県は自動車税、法人県民税、事業税、不動産取得税等納付書のゆうちょ銀行承認を実施済 

 

⑧今後の予定及び施行予定年月日 

 

 平成２９年２月～３月 収納代理金融機関の変更契約書締結（指定金融機関とゆうちょ銀行） 

４月中旬  平成２９年度納税通知書より新様式で発送 

      ４月１５日 ゆうちょ銀行及び郵便局での窓口納付取り扱い開始を市報に掲載・周知 

 

⑨その他 

 

 

 


